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広 監 第 １ ０ ８ 号  

平成２７年１月２９日  

 

請求人 

（略） 

 

 

広島市監査委員 佐 伯 克 彦 

同       井 上 周 子 

同       沖 宗 正 明 

同       渡 辺 好 造 

 

   広島市職員に関する措置請求に係る監査結果について（通知） 

    

 平成２６年１２月１日付けで受け付けた広島市職員に関する措置請求（以下「本件措置請

求」という。）について、地方自治法第２４２条第４項の規定により監査を行ったので、そ

の結果を同項の規定により次のとおり通知する。 

 

第１ 請求の要旨 

平成２６年１２月１日付けで提出のあった広島市職員措置請求書及び同月１１日付けで

提出のあった補正書に記載された内容は、以下のとおりである。 

 

１ 広島市職員措置請求書 

広島市教育委員会に関する措置請求の要旨 

１ 請求の要旨 

該当職員と違反事実 

 

学校グランドの不適切な利用許可と広島市財産規則に違反した 

広島市立幟町小学校校長 Ａ 教頭 Ｂ 

広島市立井口小学校校長 Ｃ 教頭 Ｄ 

広島市立山本小学校校長 Ｅ 教頭 Ｆ 

広島市立竹屋小学校校長 Ｇ 教頭 Ｈ 

広島市立楠那小学校校長 Ｉ 教頭 Ｊ 

広島市立本川小学校校長 Ｋ 教頭 Ｌ 

広島市立中筋小学校校長 Ｍ 教頭 Ｎ 

広島市立黄金山小学校校長 Ｏ 教頭 Ｐ 

広島市立神崎小学校校長 Ｑ 教頭 Ｒ 

 

使用料減免の申請を行わず、不当に使用料の負担を逃れた 

  広島市立牛田小学校校長 Ｓ 

  広島市立井口小学校校長 Ｃ 

広島市立山本小学校校長 Ｅ 
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広島市立倉掛小学校校長 Ｔ 

広島市立楠那小学校校長 Ｉ 

広島市立古市小学校校長 Ｕ 

広島市立中筋小学校校長 Ｍ 

広島市立宇品小学校校長 Ｖ 

広島市立翠町小学校校長 Ｗ 

 

違反行為の一覧 

 

利用場所 広島市立幟町小学校 

違反者 校長 Ａ 教頭 Ｂ 

利用団体 広島市小学校校長会 

利用団体代表者 広島市立牛田小学校校長 Ｓ 

利用日 平成２６年４月８日 

 

利用場所 広島市立井口小学校 

違反者 校長 Ｃ 教頭 Ｄ 

利用団体 広島市小学校教育研究会図画工作部会第１回研究会 

利用団体代表者 広島市立井口小学校校長 Ｃ 

利用日 平成２６年５月８日 

 

利用場所 広島市立山本小学校 

違反者 校長 Ｅ 教頭 Ｆ 

利用団体 広島市教育研究会国語科教育部会 

利用団体代表者 広島市立山本小学校校長 Ｅ 

利用日 平成２６年５月８日 

 

利用場所 広島市立竹屋小学校 

違反者 校長 Ｇ 教頭 Ｈ 

利用団体 広島市教育研究会算数部会 

利用団体代表者 広島市立倉掛小学校校長 Ｔ 

利用日 平成２６年５月８日 

 

利用場所 広島市立楠那小学校 

違反者 校長 Ｉ 教頭 Ｊ 

利用団体 広島市教育研究会生活科・総合的な学習の時間部会 

利用団体代表者 広島市立楠那小学校校長 Ｉ  

利用日 平成２６年４月２１日 

 

利用場所 広島市立楠那小学校 

違反者 校長 Ｉ 教頭 Ｊ 

利用団体 広島市教育研究会生活科・総合的な学習の時間部会 
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利用団体代表者 広島市立楠那小学校校長 Ｉ  

利用日 平成２６年５月８日 

 

利用場所 広島市立本川小学校 

違反者 校長 Ｋ 教頭 Ｌ 

利用団体 広島市教育研究会体育部会 

利用団体代表者 広島市立古市小学校校長 Ｕ 

利用日 平成２６年５月８日 

 

利用場所 広島市立中筋小学校 

違反者 校長 Ｍ 教頭 Ｎ 

利用団体 広島市教育研究会音楽部会 

利用団体代表者 広島市立中筋小学校校長 Ｍ 

利用日 平成２６年５月８日 

 

利用場所 広島市立黄金山小学校 

違反者 校長 Ｏ 教頭 Ｐ 

利用団体 広島市南区校長会 

利用団体代表者 区会長 広島市立宇品小学校校長 Ｖ 

利用日 平成２６年５月７日 

 

利用場所 広島市立神崎小学校 

違反者 校長 Ｑ 教頭 Ｒ 

利用団体 広島市教育研究会理科部会 

利用団体代表者 広島市立翠町小学校校長 Ｗ 

利用日 平成２６年５月８日 

 

前記、校長・教頭らは校長会・教育研究会の開催について、学校施設の使用許可を与

えたが、下記の不適切な判断、行為があった。 

１. 広島市財産規則に違反する行為 

(1) 広島市財産規則第２９条に反し、使用許可書の交付を怠った 

(2) 広島市財産規則第２８条２項に反し、使用者に対し使用料減免の申請書を提出さ

せなかった。 

２. グランドを駐車場として提供するなど、会の開催には直接必要のない不適切な市

の財産の使用許可を行ったこと。また、用途外の利用に対し使用許可書も交付せず、

なんら使用の条件・使用上の制限・注意事項などを示すことなく、無責任に野放図な

グランドの使用を許可したこと。 

 

以上、教職員の研修の利便のため、研修とは直接関係のないグランドを駐車場とする

学校施設の不適切な利用は、まさに教職員の私的利用にほかならず、ましてグランドを

駐車場としての利用は緊急時以外許されるものではなく、これを当然のごとく恒常的に

利用され許可されている事は、教職員の横暴であり、学校長の権利の乱用で不適切極ま
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りないことである。 

 

広島市の損害について 

 

学校施設の使用料を単にのがれただけではなく、本件が露見したのは平成２５年７月

２日付「学校以外の団体による学校施設の使用について」で文書による使用申請を義務

付けられたことによってであり、（文中「市民から指摘」とあるのは請求者のこと）こ

れ以前は口頭による申請でよいとされ、使用申請書類が存在しなかったため、市民第三

者にはわからない監査にかからないという、全く信じがたい隠蔽工作が行われてきたか

らである。よってこれ以前も不適切な利用は行われている。 

 

要するに、これ以前にも研修などで不当に学校施設を利用してきたが、申請書類その

ものがないため、元来使用料が必要な利用でも長期間にわたり多数の使用料が必要とさ

れるものについて請求されること無く利用が行われている。 

これは学校長による教育施設の私物化にほかならず、被害額の問題ではなく不適切で

ある。 

また、グランドの駐車場利用については、当然グランドを痛めるものであり、また交

通事故の懸念から児童の遊び場としての提供が困難となり、たとえ１台でもグランドに

駐車利用があれば、児童の遊具などすべてのグランド施設の利用を妨げる行為である。

教職員の利用よりも児童の利用を当然優先すべきであり不適切である。 

 

請求の理由 

 

請求者は本件について、広島市長あてで請願書提出をした。 

その後、広島市教育委員会に対し、これについて処分関係文書の開示請求をおこなっ

たところ、広島市教育委員会は存否応答拒否決定通知を申立人に行い、処分が行われた

のか否かも含め、一切通知を拒んでいる。 

その他の処分関係書類の開示請求では不存在通知を行っていることから、存否応答拒

否決定通知は事実上の存在を示し、何らかの処分はほぼ確実に行われているが、いずれ

にしても教育委員会の処分の内容については不明なままである。 

 

請求者はこれに対し、異議を申立て、広島市情報公開・個人情報保護審査会に諮問さ

れたが、結果はどうなるか、定かでない。 

 

そのため、住民監査によるものであれば、結果もわかり、市民にも公開され、処分者

のみならず広島市教育委員会に対しても是正が行われ、より適切な対応が期待できるの

で、本請求を行う。 

 

また、広島市教育委員会は平成１５年６月１７日（広島市監査公表第１８号）でも同

種の監査を受け、是正を求められているにも関わらず、今回不適切な利用があったこと

もその理由である。 
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また、前記した広島市教育委員会施設課の口頭での申請を許してきた対応について、

まだ完全な是正が行われておらず、住民監査請求によって完全な実効ある対応の是正を

広島市監査委員に求めるものである。 

 

２ 補正書 

  平成２６年１２月１日付け第９０６号で受け付けられた「広島市職員措置請求書」に

ついて、次のとおり補正します。 

 

 〔補正内容〕 

 １ 行為者について 

 広島市立黄金山小学校 教頭 Ｐ を 

 広島市立黄金山小学校 教頭 Ｘ 

 に訂正いたします 

 

 ２ 請求の対象行為について 

 学校施設の使用手続きについて 

 グランド使用の部分については不正利用であり、本来許されぬ使用許可であった。 

しかしながら利用された以上、使用料を徴収する必要がある。 

他の部分は目的外使用であるが使用手続きに不備があり、使用料減免の手続きを怠って

いる。 

 

３ 広島市の損害について 

請求者の指摘したグランド不正利用の使用料の未徴収 

グランドの不正利用による現状維持費用 

 

４ 必要な措置の内容について 

グランドの校長会・研修会での駐車場としての利用は不正利用であり今後許すな。 

不正利用されたグランドの使用料を徴収せよ 

使用手続きの不備を是正せよ。 

 

第２ 請求の受理 

   本件措置請求は、地方自治法第２４２条第１項の所定の要件を具備するものと認め、

平成２６年１２月１８日に、同月１日付けでこれを受理することを決定した。 

 

第３ 監査の実施 

 １ 請求人による陳述等 

地方自治法第２４２条第６項及び第７項の規定に基づく陳述は、請求人及び広島市教

育委員会から陳述を行わない旨の回答があったことから、実施しなかった。また、請求

人から新たな証拠の提出はなかった。 

 

２ 広島市教育委員会の意見書の提出 

広島市教育委員会に対し、意見書及び関係書類等の提出を求めたところ、平成２７年
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１月８日付け広市教総第１０４号により意見書が提出された。 

その要旨は、以下のとおりである。 

    

⑴ 広島市教育委員会の意見の趣旨 

  本件措置請求は、理由がない。 

 

⑵ 広島市教育委員会の意見の理由 

本件措置請求者は、広島市立幟町小学校ほか８校の校長が認めた、平成２６年４月

から同年５月までの間の広島市小学校長会や広島市小学校教育研究会による学校の校

舎、屋内運動場及びグランドの利用（以下「本件利用」という。）に関して、①グラ

ンドの校長会・研修会での駐車場としての利用は不正利用であり今後許すな、②不正

利用されたグランドの使用料を徴収せよ、③使用手続の不備を是正せよと主張してい

るので、以下、これらの点に関して述べる。 

 

   ア 広島市小学校長会や広島市小学校教育研究会の学校グランドの利用について 

学校は、国、地方公共団体及び学校法人が設置するものであり（学校教育法第２

条）、そのうち、小学校については、「心身の発達に応じて、義務教育として行わ

れる普通教育のうち基礎的なものを施すこと」がその目的とされている（学校教育

法第２９条）。 

     よって、小学校は、その目的に沿って使用されることになるが、具体的には、児

童への授業、部活動、入学式や卒業式、運動会などの行事、教員への研修や教員の

研究などに使用されることになる。 

     本件のグランド利用は、広島市小学校長会が開催した校長会の１ブロック会議及

び区会、南区校長区会が開催した南区校長会研修会、広島市小学校教育研究会の部

会が開催した研究会、幹事会、教科研究会、総会及び研修会（以下「研究会等」と

いう。）のために、各校の校舎や屋内運動場とともに、これらの研究会等に参加す

る校長や教員などの駐車スペースを確保するためにグランドを使用したものである。 

     使用者のうち、広島市小学校長会（各区校長会を含む。）は、小学校長としての

職能の向上に努め、本市小学校教育の充実発展を図ることを目的に設立された団体

であり、広島市内の小学校長を会員として組織し、その代表者である会長は、会員

の互選により選任され、従前より広島市立小学校の校長が歴任している。同校長会

による本件のグランド利用では、教科・教科外研究会の部会所属の決定や教育課程

の管理などの研修などを、会場予定の小学校の校長の承認を得て、同小学校で行う

こととし、その参加者の駐車スペースを確保するため、やむを得ず、同小学校のグ

ランドを使用したものであり、普通教育を施すという小学校の目的のため又はこれ

に付随して行われたものである。 

     また、広島市小学校教育研究会（部会を含む。）は、広島市教育委員会の指導の

もと、自主的・創造的な教育研究活動を行い、本市小学校教育関係者の資質の向上

と小学校教育の振興を図ることを目的に設立された団体であり、広島市の小学校等

に在職する教職員をもって組織し、その代表者である会長や部会の会長はいずれも

広島市立小学校の校長が歴任している。同研究会による本件のグランド利用は、平

成２６年度の事業計画や研究主題などを検討する会議などを、会場予定の小学校の



7 

 

校長の承認を得て、同小学校で行うこととし、その参加者の駐車スペースを確保す

るため、やむを得ず、同小学校のグランドを使用した（一部小学校では計画はした

がグランドへの駐車はなかった。）ものであり、普通教育を施すという小学校の目

的のため又はこれに付随して行われたものである。 

     次に、これらの施設使用（目的内使用）を、各小学校の校長が承認しているが、

これは、学校教育法第３７条第４項に基づき校長には校務をつかさどる責任と権限

があるとされていることによるものである。 

すなわち、校務とは、学校が学校教育の事業を遂行するのに必要なすべての仕事

とされ、教育課程に基づく学習指導などの教育活動に関するものなどとともに、学

校施設設備や教材教具に関するものなどがあるとされており（文部科学省「第五次

全訂 新学校管理読本」３４ページより）、学校施設を学校教育の事業の遂行のた

めに使用するに当たっての承認又は許可行為は校務の一つと考えられるためである。 

このことは、広島市立学校の管理及び学校教育法の実施に関する規則第５０条第

1 項において、校長は、施設、設備等の保全管理に努めることを明記していること

からも明らかである。 

なお、教育委員会には、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２３条第１

号、第２号により学校や学校施設の管理権限があり、同法第３３条第１項により学

校の管理運営の基本的事項について必要な教育委員会規則を定めたりして、学校に

対し、学校管理に当たっての基準の設定、指揮監督、指示命令などを行うことでそ

の権限を行使することになるが、学校段階においては、校長の責任と権限に基づい

て、その校務を処理することになる（同読本３５ページより）。 

     以上のことから、本件のグランド利用は違法又は不正な利用ではない。 

   

   イ 学校のグランドの使用料の徴収について 

     本市等の地方公共団体は、目的外使用の許可を受けてする行政財産の使用又は公

の施設の利用につき使用料を徴収することができるとされている（地方自治法第

２２５条）。そして、使用料に関する事項については、条例でこれを定めなければ

ならないとされている（同法第２２８条第１項）。 

     学校は行政財産であるとともに、教育という活動を通じて住民の福祉を増進する

目的をもって利用に供されている公の施設（同法第２４４条第１項）である。 

     本市では、行政財産の目的外使用許可に係る使用料については広島市財産条例第

２条第１項に、目的内使用である公の施設の利用に係る使用料については、各施設

の設置条例（広島市立学校条例など）に明記している。 

     本件のグランド利用は、学校施設の目的内使用に該当するため（目的外使用許可

を要する使用ではないため）、公の施設としての学校として、本件のグランド利用

のような使用に対して、使用料を徴収することができるかということになるが、公

の施設としての学校の使用料を定めた広島市立学校条例では、高等学校などに関し

て、授業料、入学料、寄宿舎使用料等は徴するようにはなっているが（広島市立学

校条例第３条第１項、同第３条の２、同第４条の２、同第４条の３）、本件のグラ

ンド利用の対価としての使用料の徴収は規定されていない。 

     以上のことから、本件校長会や教育研究会で学校のグランドを使用したことにつ

いて使用料の徴収を行う必要はない。 
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   ウ 学校施設の使用手続について 

     学校以外の団体が、学校施設を使用する場合は、それが目的外使用である場合は、

所定の使用許可申請書を学校長又は教育委員会（教育長に委任）に提出し、学校長

又は教育長の使用許可及び同許可書の交付を受ける必要がある（地方自治法第

２３８条の４第７項、広島市財産規則第２８条第１項、学校施設の目的外使用許可

処分取扱マニュアル）。 

     他方、その使用が、目的内使用である場合は、使用許可申請書も使用許可書の交

付も法令上は義務付けられていないが、施設使用に関して使用の目的、使用施設、

使用期間、責任者等を明確にしておくのが適当であると考えられたため、平成２５

年７月２日の施設課長から各学校長への通知（以下「通知」という。）により、学

校（市）以外の団体が、学校施設の設置目的に沿って学校施設を使用する場合であ

っても、所定の学校施設使用申込書を学校長に提出させ、これを認めるかどうかの

決裁を学校長が行い、その結果を申請のあった団体に伝えるという取扱いとした。 

     本件利用に当たり、校長会や教育研究会から学校施設使用の申し込みを受けた学

校の校長は、通知で示した学校施設使用申込書を提出させ、所定の決裁を行って、

校長会等に使用を認めることを伝えている。 

     以上のことから、本件利用に当たり、各校長が行った手続に不備はない。 

 

   エ 本件措置請求について 

     以上のことから、本件措置請求は、理由がない。 

 

第４ 監査の結果 

１ 事実関係の確認 

請求人から提出された事実を証する書類及び広島市教育委員会（以下「市教委」とい

う。）に提出を求めた関係書類及び関係職員への調査により、以下の点について確認し

た。 

 

 ⑴ 学校施設について 

ア 小学校は、学校教育法第２９条において、心身の発達に応じて、義務教育として

行われる普通教育のうち基礎的なものを施すことを目的とするとされている。公立

小学校は地方自治法第２３８条第４項に定める行政財産であり、同法第２４４条に

定める公の施設である。 

  同法第２２５条において、公の施設の利用につき使用料を徴収することができる

ことが定められているが、同法第２２８条第１項の規定により、条例で定めること

が必要であるとされている。これを受けて広島市では、広島市立学校条例において、

授業料、聴講料、入学者選抜料、入園料・入学料及び寄宿舎使用料が使用料として

定められている。 

 

イ 学校の用に供する財産の管理は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 

２３条第２号により教育委員会が行うとされているが、校務については、学校教育

法第３７条第４項において、校長にこれをつかさどる責任と権限があるとされてい
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る。 

  校務とは、学校の目的である教育を行うための教育課程に基づく学習指導や学校

施設設備に関するものなどであるとされており、学校施設の管理は校務の一つであ

る。 

  なお、学校施設とは、学校施設の確保に関する政令第２条第２項において、学校

の建物その他の工作物及び土地とされている。 

広島市立学校の管理及び学校教育法の実施に関する規則第５０条第１項において、

校長は、施設、設備等の保全管理に努めなければならないと定められている。 

 

   ウ このため、市教委は、小学校教育の目的のために学校施設を使用するに際しても、

責任の所在を明らかにするなど、より適正に管理するため、①単位ＰＴＡ主催によ

る学校での文化活動、スポーツ活動、バザーなど、②教育研究会主催による学校で

の各種研究会や研修の開催、③その他、学校以外の団体が、学校の設置目的に沿っ

て学校施設を使用するものについて、必要な手続を定めて、平成２５年７月２日付

け市教委施設課長通知「学校以外の団体による学校施設の使用について」（以下

「施設課通知」という。）により各学校へ周知している。 

  

エ なお、学校施設の使用許可が住民監査請求の対象となるか否かについては、住民

訴訟では、対象財産の財産的価値に着目し、その価値の維持、保全を図る財務的処

理を直接の目的とする財務会計上の行為が対象となるとされており（最高裁第一小

法廷平成２年４月１２日判決）、住民監査請求においても同様と解されている。 

 

 ⑵ 教育研究会及び校長会による学校施設の使用について  

ア 教育基本法第９条では、学校の教員は、自己の崇高な使命を深く自覚し、絶えず

研究と修養に励み、その職責の遂行に努めなければならないと定められている。 

また、教育公務員特例法第２１条においても、教育公務員は、その職責を遂行す

るために、絶えず研究と修養に努めなければならないこと、また、同法第２２条で

は、教育公務員には、研修を受ける機会が与えられなければならないことが定めら

れている。 

こうしたことを受け各種の研修等が行われている。 

 

イ 本件請求に係る学校施設の使用は、広島市小学校教育研究会（以下「教育研究

会」という。）によるものが８件、広島市小学校長会（以下「校長会」という。）

によるものが２件である。 

 

ウ 教育研究会は、同会の会則によれば、市教委の指導のもとに、学習指導要領等の

法令に則って、自主的・創造的な教育研究活動を行い、本市小学校教育関係者の資

質の向上と小学校教育の振興を図ることを目的として、広島市内の小学校の教員等

により設立された任意の団体である。本件請求に係る８件の小学校の使用は、いず

れも、この目的を達成するための研修会等の開催によるものであり、校長は、小学

校教育の目的に合う使用であると判断し、施設課通知に基づき、校務として学校施

設の使用を認めている。 
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エ 校長会は、同会の会則によれば、会員相互が連絡連携し、小学校長としての職能

の向上に努め、本市小学校教育の充実発展を図ることを目的として、広島市内の小

学校の校長により設立された任意の団体である。本件請求に係る２件の小学校の使

用は、いずれも、この目的を達成するための研修会等の開催によるものであり、校

長は、小学校教育の目的に合う使用であると判断し、施設課通知に基づき、校務と

して学校施設の使用を認めている。 

  

オ 教育研究会及び校長会による研修会等の開催に当たっては、市内の各地の小学校

から限られた時間で参集しなければならないことなどの理由から、公共交通機関の

利用や乗り合わせに努めるよう促しながら、自家用車利用が認められている多くの

教員等について、やむを得ず、グランドを駐車場として使用することを認めている。 

 

⑶ グランドの駐車場使用による損害について 

請求人は、グランドの不正利用による現状維持費用を損害として主張しているが、

それを証明する証拠は添えられていなかった。 

請求人の主張するような費用等が発生しているか否かについて、支出状況等を調査

したが、損害と認定すべき事実は認められなかった。 

   

２ 判断 

   公の施設である公立小学校の校長及び教員が、研修等を行い自らの能力を高めること

は、義務教育の質の向上につながるものである。 

このため、教育基本法及び教育公務員特例法の趣旨を踏まえ、校長及び教員が自主的

に研修等を行うことを目的に設立された教育研究会及び校長会が研修会等を開催するた

めに学校施設を使用することは小学校教育の目的に合うものとし、各校長が、本件請求

に係る学校施設の使用を目的内使用であるとした判断は妥当である。また、研修会等の

円滑な実施のため、必要性・相当性を考慮の上、参加者の自家用車をグランドに駐車す

るのを認めたことについても同様であるとともに、このグランド使用に当たって、請求

人の主張する損害は認められない。 

さらに、本件請求に係る学校施設の使用に伴う使用料については、条例で定めている

徴収すべき使用料に該当するものはない。 

本件請求に係る学校施設の使用については、その使用に必要な手続等を定めている施

設課通知どおり適正に行われている。 

なお、本件請求に係る学校施設の使用は、教育行政上の観点から認めたものであり、

教育財産の財産的価値に着目し、その価値の維持、保全等を図る財務的処理を直接の目

的とする行為ではないことから、住民監査請求の対象となる財務会計行為の要件を欠く

ものである。 

 

３ 結論 

以上のとおり、請求人の主張に理由はないことから、本件措置請求について請求を棄

却する。 

 


